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(57)【要約】
【課題】ワイヤレス通信デバイスは、非直交通信の送信
および受信を容易にするように適合される。
【解決手段】一例では、ワイヤレス通信デバイスは、デ
ータのうちの少なくともいくつかが非直交送信の一部と
して送信されるという情報に従って、ある量のデータを
符号化することができる。ワイヤレス通信デバイスはさ
らに、符号化されたデータを送信し得、符号化されたデ
ータは、非直交送信の一部として非直交的に結合され得
る。別の例では、ワイヤレス通信デバイスは、非直交的
に一緒に結合された複数のデータストリームを含むワイ
ヤレス送信を受信することができる。ワイヤレス通信デ
バイスは、データストリームのうちの少なくとも1つを
復号し得る。他の態様、実施形態、および特徴も含まれ
る。
【選択図】図8
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス通信デバイスであって、
　第1のデータストリームであって、第2のデータストリームに非直交的に結合された該第
1のデータストリームを含むワイヤレスダウンリンク送信を受信するように構成された受
信機回路であって、前記第1のデータストリームは、前記非直交的に結合された第2のデー
タストリームによって引き起こされる干渉の結果として、前記ワイヤレスダウンリンク送
信内の所望のコンスタレーションにおいて受信される、受信機回路と、
　前記ワイヤレスダウンリンク送信を取得するために前記受信機回路に結合されたデコー
ダであって、該デコーダは、前記第1のデータストリーム内のモジュロ格子を考慮しなが
ら、前記ワイヤレスダウンリンク送信内の前記所望のコンスタレーションから前記第1の
データストリームを復号するように構成される、デコーダと
を備えたワイヤレス通信デバイス。
【請求項２】
　前記第1のデータストリームは、強いユーザとしての前記ワイヤレス通信デバイスに宛
てられ、
　前記第2のデータストリームは、弱いユーザとしての別のデバイスに宛てられる、請求
項1に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項３】
　ワイヤレス通信デバイス上で動作可能な方法であって、
　第1のデータストリームであって、第2のデータストリームに非直交的に結合された該第
1のデータストリームを含むワイヤレスダウンリンク送信を受信するステップであって、
前記第1のデータストリームは、前記非直交的に結合された第2のデータストリームによっ
て引き起こされる干渉の結果として、前記ワイヤレスダウンリンク送信内の所望のコンス
タレーションにおいて受信される、ステップと、
　前記第1のデータストリーム内のモジュロ格子を考慮しながら、前記ワイヤレスダウン
リンク送信内の前記所望のコンスタレーションから前記第1のデータストリームを復号す
るステップと
を含む方法。
【請求項４】
　前記第1のデータストリームは、強いユーザとしての前記ワイヤレス通信デバイスに宛
てられ、
　前記第2のデータストリームは、弱いユーザとしての別のデバイスに宛てられる、請求
項3に記載の方法。
【請求項５】
　ワイヤレス通信デバイスであって、
　第1のデータストリームであって、第2のデータストリームに非直交的に結合された該第
1のデータストリームを含むワイヤレスアップリンク送信を受信するように構成された受
信機回路と、
　前記ワイヤレスアップリンク送信を取得するために前記受信機回路に結合されたデコー
ダであって、該デコーダは、前記第2のデータストリームに関連付けられたビット推定値
を、前記第1のデータストリームに関連付けられたビットについてのビット推定値を取得
するために利用されるアプリオリ情報として用いることによって、前記第1のデータスト
リームを復号するように構成される、デコーダと
を備えたワイヤレス通信デバイス。
【請求項６】
　前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリームは、それぞれに、衝突し
た前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリームのジョイント復号を容易
にするように適合されたジョイント変調および符号化を用いる、請求項5に記載のワイヤ
レス通信デバイス。
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【請求項７】
　前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリームは、それぞれに、低密度
パリティチェック(LDPC)コードを用いる、請求項5に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項８】
　前記デコーダは、
　前記第1のデータストリームに関連付けられたビット推定値を、前記第2のデータストリ
ームに関連付けられたビットについてのビット推定値を取得するために利用されるアプリ
オリ情報として用いることによって、前記第2のデータストリームを復号するようにさら
に構成される、請求項5に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項９】
　前記デコーダが、少なくとも実質的に同時に前記第1のデータストリームおよび前記第2
のデータストリームを反復的に復号する、請求項8に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項１０】
　前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリームが非同期である、請求項
5に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項１１】
　前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリームが、同期である、請求項
5に記載のワイヤレス通信デバイス。
【請求項１２】
　前記第1のデータストリームは第1のデバイスに関連付けられ、前記第2のデータストリ
ームは第2のデバイスに関連付けられ、
　前記受信機回路は、
　前記第1のデバイスから、チャンネル推定のために、第1のパイロット信号を受信し、
　前記第2のデバイスから、チャンネル推定のために、第2のパイロット信号を受信する
ようにさらに構成され、
　前記デコーダは、
　前記受信した第1のパイロット信号および前記受信した第2のパイロット信号に少なくと
も部分的に基づいて、前記第1のデバイスおよび前記第2のデバイスにわたる達成可能なレ
ート割振りを推定するようにさらに構成され、
　送信機回路であって、
　前記第1のデバイスによって前記第1のデータストリームの送信のために用いられるべき
コードフォーマットを示す第1の許可を、前記第1のデバイスに送信し、
　前記第2のデバイスによって前記第2のデータストリームの送信のために用いられるべき
コードフォーマットを示す第2の許可を、前記第2のデバイスに送信する
ように構成された送信機回路をさらに備える、請求項5に記載のワイヤレス通信デバイス
。
【請求項１３】
　前記第2のデータストリームが、薄いフレームである、請求項5に記載のワイヤレス通信
デバイス。
【請求項１４】
　ワイヤレス通信デバイス上で動作可能な方法であって、
　第1のデータストリームであって、第2のデータストリームに非直交的に結合された該第
1のデータストリームを含むワイヤレスアップリンク送信を受信するステップと、
　第2のデータストリームに関連付けられたビット推定値を、前記第1のデータストリーム
に関連付けられたビットについてのビット推定値を取得するために利用されるアプリオリ
情報として用いることによって、前記第1のデータストリームを復号するステップと
を含む方法。
【請求項１５】
　前記第2のデータストリームに非直交的に結合された前記第1のデータストリームを含む
前記ワイヤレスアップリンク送信を受信するステップは、
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　前記第1のデータストリームであって、低密度パリティチェック(LDPC)コードを用いる
ことによって前記第2のデータストリームに非直交的に結合されたLDPCコードを用いる該
第1のデータストリームを含む前記ワイヤレスアップリンク送信を受信するステップを含
む、請求項14に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第1のデータストリームに関連付けられたビット推定値を、前記第2のデータストリ
ームに関連付けられたビットについてのビット推定値を取得するために利用されるアプリ
オリ情報として用いることによって、前記第2のデータストリームを復号するステップを
さらに含む、請求項14に記載の方法。
【請求項１７】
　少なくとも実質的に同時に前記第1のデータストリームおよび前記第2のデータストリー
ムを反復的に復号するステップをさらに含む、請求項14に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第1のデータストリームは、前記第2のデータストリームに対して非同期である、請
求項14に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第1のデータストリームは、前記第2のデータストリームに対して、同期である、請
求項14に記載の方法。
【請求項２０】
　前記第2のデータストリームに非直交的に結合された前記第1のデータストリームを含む
前記ワイヤレスアップリンク送信を受信するステップは、第1のデバイスから送信された
第1のデータストリームおよび第2のデバイスから送信された前記第2のデータストリーム
を含む前記ワイヤレスアップリンク送信を受信するステップを含み、
　前記第1のデバイスから、チャンネル推定のために、第1のパイロット信号、および、前
記第2のデバイスから、チャンネル推定のために、第2のパイロット信号を受信するステッ
プと、
　前記受信した第1のパイロット信号および前記受信した第2のパイロット信号に少なくと
も部分的に基づいて、前記第1のデバイスおよび前記第2のデバイスにわたる達成可能なレ
ート割振りを推定するステップと、
　前記第1のデバイスによって前記第1のデータストリームの送信のために用いられるべき
コードフォーマットを示す第1の許可を、前記第1のデバイスに送信するステップと、
　前記第2のデバイスによって前記第2のデータストリームの送信のために用いられるべき
コードフォーマットを示す第2の許可を、前記第2のデバイスに送信するステップと
をさらに含む、請求項14に記載の方法。
【請求項２１】
　前記第2のデータストリームが、薄いフレームである、請求項14に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
優先権主張
　本特許出願は、いずれも本出願の譲受人に譲渡され、参照により本明細書に明確に組み
込まれる、2014年6月10日に出願された「Devices and Methods for Facilitating Non-Or
thogonal Wireless Communications」と題する仮出願第62/010,122号の優先権を主張し、
2014年12月10日に出願された「Devices and Methods for Facilitating Non-Orthogonal 
Wireless Communications」と題する非仮出願第14/566,383号の優先権を主張する。
【０００２】
　以下で説明する技術は、一般にワイヤレス通信に関し、より詳細には、ワイヤレス通信
システムにおける複数のユーザ非直交通信を可能にするための変調およびコーディングを
容易にするための方法およびデバイスに関する。
【背景技術】
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【０００３】
　ワイヤレス通信システムは、音声、ビデオ、パケットデータ、メッセージング、ブロー
ドキャストなどの様々なタイプの通信コンテンツを提供するために広く展開されている。
これらのシステムは、ワイヤレス通信を容易にするように適合された様々なタイプのデバ
イスによってアクセスされ得、複数のデバイスが利用可能なシステムリソース(たとえば
、時間、周波数、および電力)を共有する。
【０００４】
　複数のタイプのデバイスが、そのようなワイヤレス通信システムを利用するように適合
される。これらのデバイスは、一般に、ワイヤレス通信デバイスおよび/またはアクセス
端末と呼ばれることがある。モバイルブロードバンドアクセスに対する需要が増大し続け
ているので、研究開発は、モバイルブロードバンドアクセスに対する高まる要求を満たす
ためだけではなく、ユーザエクスペリエンスを進化および向上させるために、ワイヤレス
通信技術を進化させ続けている。場合によっては、利用可能なシステムリソースをアクセ
ス端末間で共有する能力の進化が有益であり得る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　以下に、説明する技術の基本的理解を与えるために、本開示のいくつかの態様を要約す
る。この概要は、本開示のすべての企図された特徴の包括的な概観ではなく、本開示のす
べての態様の主要または重要な要素を識別するものでもなく、本開示のいずれかまたはす
べての態様の範囲を定めるものでもない。その唯一の目的は、後で提示するより詳細な説
明の前置きとして、本開示の1つまたは複数の態様のいくつかの概念を概要の形で提示す
ることである。
【０００６】
　本開示の様々な例および実装形態は、ワイヤレス通信システム内の非直交ワイヤレス通
信を容易にする。本開示の少なくとも1つの態様によれば、非直交ワイヤレス通信を容易
にするように適合されたワイヤレス通信デバイスが開示される。少なくとも1つの例では
、ワイヤレス通信デバイスは、データが非直交送信の一部として送信されるという情報に
従って、データを符号化するように適合されたエンコーダを含み得る。送信機回路も含ま
れ得、送信機回路は、エンコーダによって出力された符号化されたデータをワイヤレス送
信するように適合され得る。符号化されたデータは、非直交送信の一部として非直交的に
結合される。
【０００７】
　少なくとも1つの他の例では、ワイヤレス通信デバイスは、非直交的に一緒に結合され
た複数のデータストリームを含むワイヤレス送信を受信するように適合された受信機回路
を含み得る。複数のデータストリームは、複数の異なるデバイスに関連付けられ得る。デ
コーダは、ワイヤレス送信を取得するために、受信機回路に結合され得る。デコーダは、
データストリームのうちの少なくとも1つを復号するように適合され得る。
【０００８】
　本開示の追加の態様は、アクセス端末上で動作可能な方法および/またはそのような方
法を実行するための手段を含む。少なくとも1つの例によれば、そのような方法は、デー
タのうちの少なくともいくつかが非直交送信の一部として送信されるという判断に応答し
て、ある量のデータを符号化するステップを含み得る。その後、符号化されたデータが送
信され得、符号化されたデータは、非直交送信の一部として非直交的に結合される。
【０００９】
　少なくとも1つのさらなる例によれば、そのような方法は、非直交的に一緒に結合され
た複数のデータストリームを含むワイヤレス送信を受信するステップを含み得、複数のデ
ータストリームは、複数の異なるデバイスに関連付けられる。データストリームのうちの
少なくとも1つは、受信された送信から復号され得る。
【００１０】
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　本開示のまたさらなる態様は、プロセッサ実行可能プログラミングを記憶するプロセッ
サ可読記憶媒体を含む。少なくとも1つの例では、プロセッサ実行可能プログラミングは
、処理回路に、データのうちの少なくともいくつかが非直交送信の一部として送信される
という情報に従って、ある量のデータを符号化させるように適合され得る。プロセッサ実
行可能プログラミングは、処理回路に、符号化されたデータを送信させるようにさらに適
合され得、符号化されたデータは、非直交送信の一部として非直交的に結合される。
【００１１】
　少なくとも1つの追加の例では、プロセッサ実行可能プログラミングは、処理回路に、
非直交的に一緒に結合された複数のデータストリームを含むワイヤレス送信を受信させる
ように適合され得、複数のデータストリームは、複数の異なるデバイスに関連付けられる
。プロセッサ実行可能プログラミングは、処理回路に、データストリームのうちの少なく
とも1つを復号させるようにさらに適合され得る。
【００１２】
　本開示に関連付けられた他の態様、特徴、および実施形態は、添付の図とともに以下の
説明を検討すれば、当業者に明らかとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本開示の1つまたは複数の態様が適用され得るネットワーク環境のブロック図で
ある。
【図２】直交多元接続の一例を示すブロック図である。
【図３】少なくとも1つの例による非直交多元接続の一例を示すブロック図である。
【図４】異なるタイプのヌメロロジーを多重化することの一例を示すブロック図である。
【図５】衝突をもたらす非同期アップリンク送信の一例を示すブロック図である。
【図６】同期多重化および非同期多重化の例を示すブロック図である。
【図７】少なくとも1つの例によるワイヤレス通信デバイスの選択構成要素を示すブロッ
ク図である。
【図８】非直交送信を容易にするための少なくとも1つの例による、ワイヤレス通信デバ
イス上で動作可能な方法を示す流れ図である。
【図９】非直交送信の受信を容易にするための少なくとも1つの例による、ワイヤレス通
信デバイス上で動作可能な方法を示す流れ図である。
【図１０】一例による非直交アップリンク送信を示すブロック図である。
【図１１】少なくとも1つの例による、図10からの2つの送信についての誤り訂正符号を示
すブロック図である。
【図１２】ジョイントアップリンク符号化および復号の一例を示す流れ図である。
【図１３】少なくとも1つの例による一般的な非直交ダウンリンク送信を示すブロック図
である。
【図１４】非直交ダウンリンク送信用のデータを符号化するためのプロセスの一例を示す
流れ図である。
【図１５】重畳コーディングを使用する非直交多元接続ダウンリンク送信の一例を示すブ
ロック図である。
【図１６】ダーティペーパー(dirty-paper)コーディングを使用する非直交多元接続ダウ
ンリンク送信の一例を示すブロック図である。
【図１７】少なくとも1つの例によるネットワークエンティティの選択構成要素を示すブ
ロック図である。
【図１８】少なくとも1つの例によるネットワークエンティティ上で動作可能な方法を示
す流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　添付の図面に関して以下に記載する説明は、様々な構成の説明として意図されており、
本明細書で説明する概念および特徴が実践され得る唯一の構成を表すことは意図されてい
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ない。以下の説明は、様々な概念の完全な理解を与えるために、具体的な詳細を含む。し
かしながら、これらの概念がこれらの具体的な詳細なしに実践され得ることは当業者に明
らかであろう。場合によっては、よく知られている回路、構造、技法および構成要素は、
説明する概念および特徴を曖昧にすることを回避するために、ブロック図の形態で示され
る。
【００１５】
　本開示全体にわたって提示する様々な概念は、多種多様な電気通信システム、ネットワ
ークアーキテクチャ、および通信規格にわたって実装され得る。一般に、本開示の態様は
、2つ以上のワイヤレス通信デバイス間のワイヤレス通信において実装され得る。ワイヤ
レス通信デバイスのいくつかの例は、基地局およびアクセス端末を含む。限定ではなく例
として、ワイヤレス通信は、アクセス端末と1つまたは複数の基地局との間でおよび/また
は2つ以上のアクセス端末の間で行われ得る。
【００１６】
　次に図1を参照すると、本開示の1つまたは複数の態様が適用され得るネットワーク環境
の一例のブロック図が示されている。この例では、ワイヤレス通信システム100は、1つま
たは複数の基地局102とアクセス端末104との間の、ならびにアクセス端末104間のワイヤ
レス通信を容易にするように適合される。基地局102およびアクセス端末104は、ワイヤレ
ス信号を通じて互いに対話するように適合され得る。場合によっては、そのようなワイヤ
レス対話は、複数のキャリア(異なる周波数の波形信号)上で行われ得る。各被変調信号は
、制御情報(たとえば、パイロット信号)、オーバーヘッド情報、データなどを搬送し得る
。
【００１７】
　基地局102は、基地局アンテナを介してアクセス端末104とワイヤレス通信することがで
き、基地局アンテナは、地理的領域にわたって分散された複数のリモートアンテナユニッ
トも含み得る。基地局102はそれぞれ、一般に、ワイヤレス通信システム100への(1つまた
は複数のアクセス端末104のための)ワイヤレス接続性を容易にするように適合されたデバ
イスとして実装され得る。そのような基地局102は、当業者によって、トランシーバ基地
局(BTS)、無線基地局、無線トランシーバ、トランシーバ機能、基本サービスセット(BSS)
、拡張サービスセット(ESS)、ノードB、フェムトセル、ピコセル、または何らかの他の好
適な用語で呼ばれることもある。
【００１８】
　1つまたは複数のアクセス端末104は、カバレージエリア106全体にわたって分散され得
る。各アクセス端末104は、1つまたは複数の基地局102と通信し得る。アクセス端末104は
、一般に、ワイヤレス信号を通じて1つまたは複数の他のデバイスと通信する1つまたは複
数のデバイスを含み得る。そのようなアクセス端末104は、当業者によって、ユーザ機器(
UE)、移動局(MS)、加入者局、モバイルユニット、加入者ユニット、ワイヤレスユニット
、リモートユニット、モバイルデバイス、ワイヤレスデバイス、ワイヤレス通信デバイス
、リモートデバイス、モバイル加入者局、モバイル端末、ワイヤレス端末、リモート端末
、ハンドセット、端末、ユーザエージェント、モバイルクライアント、クライアント、ま
たは何らかの他の好適な用語で呼ばれることもある。アクセス端末104は、モバイル端末
および/または少なくとも実質的に固定された端末を含み得る。アクセス端末104の例は、
モバイルフォン、ページャ、ワイヤレスモデム、携帯情報端末、個人情報マネージャ(PIM
)、パーソナルメディアプレーヤ、パームトップコンピュータ、ラップトップコンピュー
タ、タブレットコンピュータ、テレビジョン、アプライアンス、電子リーダー、デジタル
ビデオレコーダ(DVR)、マシンツーマシン(M2M)デバイス、メーター、エンターテインメン
トデバイス、センサー、検知デバイス、ウェアラブルデバイス、ルータ、および/または
ワイヤレスもしくはセルラーネットワークを少なくとも部分的に通じて通信する他の通信
/コンピューティングデバイスを含む。
【００１９】
　図1の例は、アクセス端末104が基地局102を通じてネットワークと通信する従来のワイ
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ヤレス通信システムを示しているが、本開示の態様は、ワイヤレス通信システムの様々な
他の構成においても適用され得る。限定ではなく例として、本開示の態様は、ワイヤレス
通信が2つ以上のワイヤレスデバイスの間で行われる任意のワイヤレス通信システムにお
いて適用され得る。そのようなワイヤレスデバイスは、基地局、アクセス端末、および/
または他のワイヤレスデバイスの任意の組合せであり得る。
【００２０】
　ワイヤレスデバイスがワイヤレスシグナリングを介して通信するとき、複数のデバイス
は、周波数の分割を使用して同時に通信し得る。たとえば、図2は、直交多元接続の一例
を概念的に示すブロック図である。図2の左側に示すように、直交周波数分割多元接続(OF
DMA)では、1人のユーザが単一の時間周波数リソースブロックを占める。ユーザが直交化
されるので、ユーザは線形処理によって時間および周波数にわたって分離され得る。図2
の右側に示すマルチユーザ多入力多出力(MU MIMO)シナリオでは、複数のアンテナの使用
は、ユーザが時間および周波数においてリソースブロックごとに異なるレイヤを利用する
ことを可能にすることができ、その結果、この例における2人のユーザは、空間の異なる
分割を使用している限り、同じ周波数を同時に用いることができる。この場合も、これに
より、システムが適切な線形処理によってユーザを分離することが可能になる。
【００２１】
　本開示の少なくとも1つの態様によれば、ワイヤレスデバイスは、非直交多元接続を用
いることによってユーザの数またはシステム容量の増加を容易にするようにさらに適合さ
れ得る。図3は、少なくとも1つの例による非直交多元接続の一例を概念的に示すブロック
図である。図示のように、非直交多元接続は、リソースブロックごとのより多くのユーザ
を可能にし得る。言い換えれば、少なくとも数人のユーザは、時間、周波数、および/ま
たは空間次元のいずれかにわたって線形に分離されない場合がある。たとえば、2人のみ
のユーザが時間周波数ブロックを共有することが可能であった図2の例と比較すると、図3
の例は、各ユーザが異なる空間次元にいる5人の別々のユーザが、時間周波数ブロックを
共有することを可能にし得る。追加の例では、図3に示すように、1人または複数のユーザ
はその他のユーザと時間的に整列されない場合がある。たとえば、ユーザ1およびユーザ6
は、時間軸において互いとおよびその他のユーザと整列されないものとして示されている
。
【００２２】
　本明細書で説明する非直交多元接続の特徴を容易にするために、受信機は、復号し、ユ
ーザがユーザ同士を分離することおよび/または他のユーザを雑音として扱うことを取り
消すように適合され得る。そのような受信機はまた、1人または複数のユーザがグローバ
ルタイミングに従っていないときに生じ得る衝突に対処するように適合され得る。
【００２３】
　図4を参照すると、異なるタイプのヌメロロジーを多重化することの一例を概念的に示
すブロック図が示されている。いくつかのヌメロロジーは、シンボル持続時間、パイロッ
ト配置などを含み得る。移動するすべてのものをカバーする、ある基本のヌメロロジーが
あり得、そこで多重化される低レイテンシ最適化シンボルがあり得る。一例として、移動
性をサポートするための典型的なヌメロロジーは、持続時間が50マイクロ秒であり、1ミ
リ秒の送信時間間隔(TTI)を占めるシンボルを含み得るが、低レイテンシをサポートする
ためのヌメロロジーは、5～10マイクロ秒のはるかに短いシンボルおよび0.25ミリ秒のよ
り短いTTIを必要とし得る。402において、同期直交多重化の一例が示されている。この例
では、ユーザAデータおよび公称ユーザのデータが衝突しないように、ユーザAからの低レ
イテンシヌメロロジーは公称ユーザのヌメロロジーをパンクチャする。これは、低レイテ
ンシヌメロロジーを送るために、時間が公称ユーザから取り上げられ、ユーザAに与えら
れる、時分割多重化(TDM)の一例である。
【００２４】
　別の例では、404において、ユーザBは重複する(overlap)同期非直交を用いている。こ
の事例では、ユーザBヌメロロジーが公称ユーザの送信と重複することを除いて、ユーザB
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も低レイテンシヌメロロジーを有する。そのような重複は、容量を増加することによって
効率を改善することができ、その期間の間に公称ユーザによる送信の停止とユーザAによ
る送信を調節するネットワークでパンクチャすることによって生み出されるレイテンシを
低減することができる。すなわち、2つの信号(たとえば、公称ユーザの信号およびユーザ
B信号)が重複し得るとき、そのことはユーザBがスケジュールされるのを待つことなしに
直ちに送信することを可能にする。
【００２５】
　また別の例では、406において、ユーザC送信は、フレーム境界のいずれにも付着してい
ないので、非同期である。ユーザC送信は、公称ユーザ送信と衝突しているので、非直交
でもある。ユーザCデバイスの一例は、許可を取得することおよび送信をスケジュールす
ることなしに、報告されるべきイベントが取得されるとすぐに送信することが可能な小さ
い送信を有するデバイスであり得る。許可を取得することなしにかつスケジューリングを
心配することなしにユーザCデバイスが送ることを可能にすることによって、ユーザCデバ
イスは、電力消費を低減することができ、送信を送る際のレイテンシを低減することがで
きる。
【００２６】
　さらに別の例では、408において、ユーザD送信は、フレーム境界のいずれにも付着して
いないので、時間的に非同期である。この例では、ユーザD送信は、公称ユーザ送信がな
い期間の間に送信しているので、直交である。言い換えれば、ユーザD送信は、他人とは
異なる時間周波数リソース上にあるので、直交である。ユーザD送信の一例は、キャリア
検知多元接続(CSMA)送信であり得る。
【００２７】
　図5を参照すると、衝突をもたらす非同期アップリンク送信の一例を示すブロック図が
示されている。図示のように、第1のユーザであるユーザ1は、送信されるべきデータを取
得し得、第1の時点502でそのデータを送信し得る。第2のユーザであるユーザ2も、送信さ
れるべきデータを取得し得る。同期すべき送信についての要件がないので、第2のユーザ
であるユーザ2は、第2の時点504でそのデータを送信し得る。伝搬遅延506を考慮すると、
両方の送信は、ユーザ2からの送信がユーザ1からの送信と重複または衝突する形で、受信
デバイス(たとえば、基地局)に到達し得る。両方の送信を受信するために、本開示のワイ
ヤレスデバイス(たとえば、ユーザ1、ユーザ2、および受信デバイス)は、重複する送信が
両方とも復号され得る(たとえば、複数の同時復号)ように、非直交多元接続のためのジョ
イント変調およびコーディングをサポートするように適合され得る。
【００２８】
　本開示の少なくとも1つの態様によれば、ワイヤレスデバイスは、衝突した送信のジョ
イント復号を容易にするように適合されたジョイント変調および符号化を用いることがで
きる。
【００２９】
　様々な態様は、同期多重化および非同期多重化に適用され得る。図6は、同期多重化お
よび非同期多重化の例を概念的に示すブロック図である。この概念図では、各ブロックは
シンボルを表し、2つの連続するブロックはフレームを表す。図示のように、同期多重化6
02は、2人のユーザの送信が時間、フレーミング、およびシンボルヌメロロジーにおいて
整列される事例を含む。非同期多重化は、ユーザがこれらの3つのパラメータのうちの少
なくとも1つにおいて整列していないときはいつでも生じる。たとえば、本例では、604に
おいて、ユーザBはユーザAと時間的に整列していない。したがって、2つの送信は、604に
おいて非同期である。さらに、本例では、606において、ユーザBが薄いフレーム(thin fr
ame)を送信しており、ユーザAが従来のフレームを送信しているので、ユーザBはフレーミ
ングにおいて整列していない。したがって、2つの送信は、606においても非同期である。
図示されていない1つの追加の例は、2つの送信がシンボル整列の点で非同期であるときで
も生じ得る。
【００３０】
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　図7を参照すると、本開示の少なくとも1つの例によるワイヤレス通信デバイス700の選
択構成要素を示すブロック図が示されている。本開示の様々な実装形態によれば、ワイヤ
レス通信デバイス700は、アップリンクおよび/またはダウンリンク非直交ワイヤレス通信
を容易にするように構成され得る。本開示で使用する場合、アップリンク送信は、送信ワ
イヤレス通信デバイスによって受信ワイヤレス通信デバイスに送られる任意のワイヤレス
送信を指し、受信デバイスは、複数の送信デバイスからのワイヤレス送信を受信し、復号
するデバイスである。加えて、ダウンリンク送信は、送信ワイヤレス通信デバイスによっ
て2つ以上の受信ワイヤレス通信デバイスに送られる任意のワイヤレス送信を指し、複数
の受信デバイスの各々は、送信デバイスからの送信を受信し、復号する。
【００３１】
　ワイヤレス通信デバイス700は、通信インターフェース704および記憶媒体706に結合さ
れるか、または通信インターフェース704および記憶媒体706と電気通信するように配置さ
れた処理回路702を含み得る。
【００３２】
　処理回路702は、データの取得、処理および/または送信を行い、データのアクセスおよ
び記憶を制御し、コマンドを発行し、他の所望の動作を制御するように構成された回路を
含む。処理回路702は、適切な媒体によって提供される所望のプログラミングを実装する
ように適合された回路、および/または本開示で説明する1つもしくは複数の機能を実行す
るように適合された回路を含み得る。たとえば、処理回路702は、1つもしくは複数のプロ
セッサ、1つもしくは複数のコントローラ、および/または実行可能なプログラミングを実
行するように構成された他の構造として実装され得る。処理回路702の例は、汎用プロセ
ッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(ASIC)、フィールドプログ
ラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論理構成要素、個別ゲートもし
くはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または本明細書で説明する機能を実
行するように設計されたそれらの任意の組合せを含み得る。汎用プロセッサは、マイクロ
プロセッサ、ならびに任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、
または状態機械を含み得る。処理回路702はまた、DSPとマイクロプロセッサの組合せ、い
くつかのマイクロプロセッサ、DSPコアと連携する1つもしくは複数のマイクロプロセッサ
、ASICとマイクロプロセッサ、または任意の他の数の様々な構成などのコンピューティン
グ構成要素の組合せとして実装され得る。処理回路702のこれらの例は説明のためのもの
であり、本開示の範囲内の他の好適な構成も企図される。
【００３３】
　処理回路702は、プログラミングの実行を含め、記憶媒体706上に記憶され得るデータの
処理用に適合された回路を含むことができる。本明細書で使用する「プログラミング」と
いう用語は、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、ハードウ
ェア記述言語と呼ばれるか、または他の名称で呼ばれるかどうかにかかわらず、限定はし
ないが、命令、命令セット、コード、コードセグメント、プログラムコード、プログラム
、サブプログラム、ソフトウェアモジュール、アプリケーション、ソフトウェアアプリケ
ーション、ソフトウェアパッケージ、ルーチン、サブルーチン、オブジェクト、実行可能
ファイル、実行スレッド、プロシージャ、関数などを含むように広く解釈されるべきであ
る。
【００３４】
　場合によっては、処理回路702はエンコーダ708を含み得る。エンコーダ708は、以下で
より詳細に説明するように、アップリンク非直交送信および/またはダウンリンク非直交
送信によって送信されるべき、ある量のデータを符号化するように適合された回路および
/またはプログラミング(たとえば、記憶媒体706上に記憶されたプログラミング)を含み得
る。加えてまたは代替として、処理回路702はデコーダ710を含み得る。デコーダ710は、
以下でより詳細に説明するように、アップリンク非直交送信および/またはダウンリンク
非直交送信を受信し、復号するように適合された回路および/またはプログラミング(たと
えば、記憶媒体706上に記憶されたプログラミング)を含み得る。ワイヤレス通信デバイス
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700がエンコーダ708とデコーダ710の両方を含む例では、この2つの構成要素は、処理回路
702の同じ処理回路によって、または処理回路702の別個の処理回路として実装され得る。
【００３５】
　通信インターフェース704は、ワイヤレス通信デバイス700のワイヤレス通信を容易にす
るように構成される。たとえば、通信インターフェース704は、1つまたは複数のワイヤレ
ス通信デバイス(たとえば、アクセス端末、ネットワークエンティティ)に関して双方向に
情報の通信を容易にするように適合された回路および/またはプログラミングを含み得る
。通信インターフェース704は、1つまたは複数のアンテナ(図示せず)に結合され得、少な
くとも1つの受信機回路712(たとえば、1つまたは複数の受信機チェーン)および/または少
なくとも1つの送信機回路714(たとえば、1つまたは複数の送信機チェーン)を含む、ワイ
ヤレストランシーバ回路を含む。受信機回路712は、以下でより詳細に説明するように、
受信機回路712からデコーダ710への非直交送信の搬送を容易にするために、存在する場合
、直接的にまたは間接的にのいずれかでデコーダ710に電子的に結合され得る。送信機回
路714は、以下でより詳細に説明するように、非直交送信の一部として送信機回路714によ
って送信するための、エンコーダ708によって出力された符号化されたデータの搬送を容
易にするために、存在する場合、直接的にまたは間接的にのいずれかでエンコーダ708に
電子的に結合され得る。
【００３６】
　記憶媒体706は、プロセッサ実行可能コードもしくは命令(たとえば、ソフトウェア、フ
ァームウェア)などのプログラミング、電子データ、データベース、または他のデジタル
情報を記憶するための、1つまたは複数のプロセッサ可読デバイスを表し得る。記憶媒体7
06はまた、プログラミングを実行するときに処理回路702によって操作されるデータを記
憶するために使用され得る。記憶媒体706は、可搬型または固定式記憶デバイスと、光記
憶デバイスと、プログラミングを記憶する、含む、および/または搬送することが可能な
様々な他の媒体とを含む、汎用または専用プロセッサによってアクセスされ得る任意の利
用可能な媒体であり得る。限定ではなく例として、記憶媒体706は、磁気記憶デバイス(た
とえば、ハードディスク、フロッピー(登録商標)ディスク、磁気ストリップ)、光記憶媒
体(たとえば、コンパクトディスク(CD)、デジタル多用途ディスク(DVD))、スマートカー
ド、フラッシュメモリデバイス(たとえば、カード、スティック、キードライブ)、ランダ
ムアクセスメモリ(RAM)、読取り専用メモリ(ROM)、プログラマブルROM(PROM)、消去可能P
ROM(EPROM)、電気的消去可能PROM(EEPROM)、レジスタ、リムーバブルディスク、および/
またはプログラミングを記憶するための他の媒体、ならびにそれらの任意の組合せなどの
プロセッサ可読記憶媒体を含み得る。
【００３７】
　記憶媒体706は、処理回路702が記憶媒体706から情報を読み取り、記憶媒体706に情報を
書き込むことができるように、処理回路702に結合され得る。すなわち、記憶媒体706は、
記憶媒体706が処理回路702と一体である例および/または記憶媒体706が処理回路702から
分離されている(たとえば、ワイヤレス通信デバイス700内にある、ワイヤレス通信デバイ
ス700の外部にある、複数のエンティティにわたって分散されている)例を含め、記憶媒体
706が処理回路702によって少なくともアクセス可能であるように、処理回路702に結合さ
れ得る。
【００３８】
　記憶媒体706は、その上に記憶されたプログラミングを含み得る。そのようなプログラ
ミングは、処理回路702によって実行されると、処理回路702に、本明細書で説明する様々
な機能および/またはプロセスステップのうちの1つまたは複数を実行させることができる
。少なくともいくつかの例では、記憶媒体706は、本明細書で説明するように、処理回路7
02に、アップリンク非直交送信および/またはダウンリンク非直交送信を送らせるように
適合された非直交送信(Tx)動作716を含み得る。加えてまたは代替として、記憶媒体706は
、本明細書で説明するように、処理回路702に、アップリンク非直交送信および/またはダ
ウンリンク非直交送信を受信させ、復号させるように適合された非直交受信(Rx)動作718
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を含み得る。
【００３９】
　したがって、本開示の1つまたは複数の態様によれば、処理回路702は、本明細書で説明
するワイヤレス通信デバイス(たとえば、基地局102、アクセス端末104、ワイヤレス通信
デバイス700、ユーザAワイヤレスデバイス1002、ユーザBワイヤレスデバイス1006、ユー
ザAデバイス1202、ユーザBデバイス1204、受信デバイス1206、ワイヤレス通信デバイス13
02、ユーザAワイヤレスデバイス1304、ユーザBワイヤレスデバイス1306)のいずれかまた
はすべてのためのプロセス、機能、ステップおよび/またはルーチンのいずれかまたはす
べてを(独立してまたは記憶媒体706とともに)実行するように適合される。処理回路702に
関して本明細書で使用する「適合される」という用語は、処理回路702が、本明細書で説
明する様々な特徴による特定のプロセス、機能、ステップおよび/またはルーチンを実行
するように構成されること、用いられること、実装されること、および/または(たとえば
、記憶媒体706と連携して)プログラムされることのうちの1つまたは複数を行うことを指
し得る。
【００４０】
　動作時に、ワイヤレス通信デバイス700は、送信チャネル上で非直交的に結合されたデ
ータの送信を容易にすることができる。図8は、ワイヤレス通信デバイス700など、非直交
送信を容易にするためのワイヤレス通信デバイス上で動作可能な方法の少なくとも1つの
例を示す流れ図である。図7および図8を参照すると、ワイヤレス通信デバイス700は、802
において、送信のための少なくともいくつかのデータが非直交送信の一部として送信され
ると判断することができる。たとえば、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、少な
くともいくつかの送信データが別のデバイスに関連付けられたデータと非直交的に結合さ
れるという判断を行うように適合され得る。場合によっては、判断は、データが非直交送
信の一部として送信されるという情報に従って行われ得る。
【００４１】
　以下でより詳細に説明するように、ワイヤレス通信デバイス700は、アップリンク送信
を送るアクセス端末であり得る。そのようなワイヤレス通信デバイス700は、受信デバイ
スからの送信において見出され得るものなど、リソースを許可し、送信に使用されるべき
コードフォーマットを示す情報に応答して、そのような判断を行い得る。そのような例で
は、受信された送信は、非直交結合を明示的に示さない場合があり、ワイヤレス通信デバ
イス700は、それに応じて、データが非直交送信の一部として送信されるという明示的な
判断を行わない場合がある。代わりに、データが非直交送信の一部であることに応答して
、特定のコードフォーマットが受信機によって選択されたとき、そのコードフォーマット
の指示がそのような判断と見なされ得る。
【００４２】
　他の例では、ワイヤレス通信デバイス700がダウンリンク送信を送っている場合、判断
は、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)が、非直交的に結合すべき、2つ以上のデバ
イスに関連付けられたデータストリームを選択するときに、処理回路702(たとえば、エン
コーダ708)によって行われ得る。
【００４３】
　804において、ワイヤレス通信デバイス700は、データが非直交送信の一部として送信さ
れるという802における判断に応答して、ある量のデータを符号化し得る。たとえば、処
理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、データのうちの少なくともいくつかが非直交送
信の一部として送信されるという判断に基づいて、送信されるべきある量のデータを符号
化するように適合され得る。たとえば、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、デー
タが非直交送信の一部として送信されるという情報に従って、送信されるべきある量のデ
ータを符号化するように適合され得る。
【００４４】
　いくつかの例では、以下でより詳細に説明するように、アップリンク送信として送信さ
れるべきデータが符号化され得る。概して、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、
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受信デバイスによって示されるコードフォーマットに従ってデータを符号化するように適
合され得る。
【００４５】
　他の例では、やはり以下でより詳細に説明するように、ダウンリンク送信として送信さ
れるべきデータが符号化され得る。そのような例では、データは、第1のデバイスに宛て
られた第1のデータストリームと、第2のデバイスに宛てられた第2のデータストリームと
を含み得る。概して、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、第1のデータストリー
ムと第2のデータストリームの両方を符号化するように適合され得る。次いで、処理回路7
02(たとえば、エンコーダ708)は、非直交送信のために、符号化された第1のデータストリ
ームと第2のデータストリームを結合するように適合され得る。そのようなステップの例
に関連付けられたさらなる詳細について、以下で説明する。
【００４６】
　806において、ワイヤレス通信デバイス700は、符号化されたデータを送信し得、符号化
されたデータは、別のデバイスに関連付けられたワイヤレス送信と非直交的に結合される
。たとえば、処理回路702は、通信インターフェース704の送信機回路714を介して、符号
化されたデータを送信するように適合され得る。いくつかの例では、符号化されたデータ
は、アップリンク送信として送信され得る。そのような例では、符号化されたデータは、
以下でさらに説明するように、別のワイヤレス通信デバイスによって送られたワイヤレス
送信とアップリンクチャネル上で非直交的に結合され得る。他の例では、符号化されたデ
ータは、ダウンリンク送信として送信され得る。そのような例では、第1の符号化された
データストリームは、以下でさらに説明するように、ワイヤレス通信デバイス700によっ
て送信される前に、第2の符号化されたデータストリームと非直交的に結合され得る。
【００４７】
　動作時に、ワイヤレス通信デバイス700は、追加または代替として、送信チャネル上で
非直交的に結合されたデータの受信を容易にし得る。図9は、ワイヤレス通信デバイス700
など、非直交送信の受信を容易にするためのワイヤレス通信デバイス上で動作可能な方法
の少なくとも1つの例を示す流れ図である。図7および図9を参照すると、ワイヤレス通信
デバイス700は、902において、非直交的に一緒に結合された複数のデータストリームを含
む送信を受信することができる。たとえば、通信インターフェース704の受信機回路712は
、送信を受信し得、受信された送信は、チャネル上で非直交的に一緒に結合された2つ以
上のデータストリームを含む。様々な実装形態によれば、受信された送信は、受信された
ダウンリンク送信、または受信されたアップリンク送信であり得、各々に関する例につい
て、以下でさらに説明する。
【００４８】
　ステップ904において、ワイヤレス通信デバイス700は、データストリームのうちの少な
くとも1つを復号することができる。たとえば、処理回路702(たとえば、デコーダ708)は
、データストリームのうちの少なくとも1つを復号するように適合され得る。受信された
送信がアップリンク送信である例では、処理回路702(たとえば、デコーダ708)は、少なく
とも実質的に同時にデータストリームの各々を合同で復号するように適合され得る。いく
つかの例では、処理回路702(たとえば、デコーダ708)は、1つのデータストリームに関連
付けられたビット推定値を、別のデータストリームに関連付けられたビットについてのビ
ット推定値を取得するために利用されるアプリオリ情報として用いるように適合され得る
。そのような特徴について、以下でより詳細に説明する。
【００４９】
　受信された送信がダウンリンク送信である例では、ワイヤレス通信デバイス700は、ワ
イヤレス通信デバイス700に宛てられたデータストリームを復号し得る。いくつかの例で
は、処理回路702(たとえば、デコーダ708)は、別のデバイスに宛てられたデータストリー
ムを復号し、その別のデバイスについての復号されたデータストリームを受信された送信
から差し引き、その別のデバイスに宛てられたデータがない受信された送信から、ワイヤ
レス通信デバイス700に宛てられたデータストリームを復号するように適合され得る。い
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くつかの例では、処理回路702(たとえば、デコーダ708)は、データストリーム内のラップ
アラウンド(wrap around)(モジュロ格子)を考慮しながら、ワイヤレス送信内の予想され
たコンスタレーションから、ワイヤレス通信デバイス700に宛てられたデータストリーム
を復号するように適合され得る。いくつかの例では、処理回路702(たとえば、デコーダ70
8)は、その他の非直交的に結合されたデータストリームを雑音として扱うことによって、
ワイヤレス通信デバイス700に宛てられたデータストリームを復号するように適合され得
る。そのような特徴について、以下でさらに詳細に説明する。
【００５０】
　図10～図12は、2つ以上の非直交データストリームを含むアップリンク送信の追加の例
を提供する。図10を参照すると、一例による、非直交アップリンク送信を容易にするワイ
ヤレス通信デバイスの例を示すブロック図が示されている。図10の例では、図示されたワ
イヤレスデバイスの各々は、図7のワイヤレス通信デバイス700の一実施形態によって実装
され得る。
【００５１】
　図示のように、ユーザAとして識別されるワイヤレスデバイス1002は、6つのシンボル10
04を含むサブフレーム上でアップリンクデータを送信している場合がある。ユーザAサブ
フレームは、フレーム境界およびそれらのタイミング構造に付着するので、本質的に同期
している比較的大きいサブフレームと見なされ得る。ユーザBとして識別されるワイヤレ
スデバイス1006は、アップリンク送信用のデータを取得し得、そのデータは比較的小さい
ペイロードを有する。本開示の態様によれば、ユーザBワイヤレスデバイス1006は、取得
されたアップリンク通信を、周波数および時間においてユーザAワイヤレスデバイス1002
からの送信と重複する非直交送信として送信することができる。言い換えれば、ユーザA
のワイヤレスデバイス1002およびユーザBのワイヤレスデバイス1006からの送信は、この2
つの送信が図10に示すように結合器1008によってチャネル上で非直交的に結合されるよう
に、同時に行われ得る。次いで、非直交的に結合された送信は、受信ワイヤレスデバイス
1010によって受信される。
【００５２】
　チャネル上で結合された両方の送信の復号を容易にするために、ユーザAワイヤレスデ
バイス1002およびユーザBワイヤレスデバイス1006は、衝突した送信のジョイント復号を
容易にするように適合されたジョイント変調および符号化を用い得る。次に図11を参照す
ると、少なくとも1つの例による、図10からの2つの送信についての誤り訂正符号を概念的
に示すブロック図が示されている。この例示では、円はビットを表し、それらのビットに
関連付けられたパリティチェックは正方形によって示されている。概して、各パリティチ
ェックは複数のビットに結び付けられ、各ビットは複数のパリティチェックに関連付けら
れる。この図では、pi(π)を示す各ブロックはインターリーバを表す。エッジの数がビッ
トノードの数に比例するとき、パリティチェックコードは低密度パリティチェック(LDPC)
コードであり得る。図11の例では、図10からのユーザA用のワイヤレスデバイス1002は、
上にあるLDPCコード1102を送信することができ、重複する薄いフレームを送信するユーザ
B用のワイヤレスデバイス1006は、下にあるLDPCコード1104とすることができる。中間レ
イヤは、やはり図10に示すように、2つの衝突する信号がチャネル上で一緒に加えられる
ブロック図表現である。非同期フレーム多重化のこの例では、より長いフレーム構造のサ
ブフレームによるショートフレーム反復復号が可能になるように、パリティチェック制約
が分散される。この例はまた、2人のユーザにわたるフレーミングが等しいが時間的にオ
フセットされている場合に一般化され得る。
【００５３】
　そのような構造では、2つの送信が符号化され、次いでチャネル上で一緒に加えられる
場合、受信機は、ジョイントデコーダで両方の信号を復号することができる。すなわち、
図11に示す低密度パリティチェック(LDPC)コードおよび衝突構造は、2人のユーザの反復
復号に同時に使用され得る。受信ワイヤレスデバイス(たとえば、基地局または他の受信
ワイヤレスデバイス)は、それに応じて、2つの信号を復号することができる。
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【００５４】
　図12を参照すると、ジョイントアップリンク復号を用いる非直交アップリンク送信につ
いての図8のプロセスの一例が示されている。図示のように、2つの送信デバイス、ユーザ
Aデバイス1202およびユーザBデバイス1204は、非直交アップリンク送信を受信デバイス12
06に送るために本開示の態様を用いる。本開示の態様によれば、ユーザAデバイス1202、
ユーザBデバイス1204、および受信デバイス1206の各々は、図7に関して上記で説明したワ
イヤレス通信デバイス700の1つまたは複数の実施形態に従って実装され得る。
【００５５】
　最初に、ユーザAデバイス1202およびユーザBデバイス1204はそれぞれ、チャネル推定の
ために、それぞれのパイロット信号送信1208、1210を受信デバイス1206に送る。パイロッ
ト信号に少なくとも部分的に基づいて、受信デバイス1206は、1212において、ユーザにわ
たる達成可能なレート割振りを推定することができる。たとえば、受信デバイス1206は、
2つのユーザデバイス1202、1204がサポートすることができる2つのレートを一緒に推定す
ることができる。
【００５６】
　2つのユーザデバイスについての達成可能なレート割振りの推定されたペアを使用して
、受信デバイス1206は、それぞれの許可1214、1216を各ユーザデバイス1202、1204に与え
ることができる。許可は、2つのユーザデバイス1202、1204からの非直交送信に使用され
るべきコードフォーマットを含む。少なくとも1つの例では、コードフォーマットは、低
密度パリティチェック(LDPC)コードを含み得る。一態様によれば、選択されたコードフォ
ーマットは適応的であり得る。すなわち、チャネル推定値が良い(たとえば、比較的良い
信号対雑音比)場合、受信デバイスは、一緒に合同で復号可能なより高いレートを選択す
ることができ、チャネル推定値が悪い(たとえば、比較的悪い信号対雑音比)場合、受信デ
バイスはより低いレートを選択することができる。
【００５７】
　示されたコードフォーマットを使用して、ユーザAデバイス1202およびユーザBデバイス
1204はそれぞれ、アップリンク送信1218を送り、2つのアップリンク送信の少なくとも一
部分は、非直交的に重複する。ユーザデバイスからの2つの非直交送信を区別するために
、各送信は一意のPNを用いてもよい。
【００５８】
　1220において、受信デバイス1206は次いで、2つのユーザデバイス1202、1204からの非
直交アップリンク送信を合同で復号することができる。すなわち、アップリンク送信のう
ちの一方を復号し、次いで、復号されたアップリンク送信をアップリンクストリームから
除去して他方のアップリンク送信を復号する代わりに、受信デバイス1206は、少なくとも
実質的に同時に2つの送信を復号することができる。
【００５９】
　たとえば、受信デバイスは、受信されたシンボルについての初期推定値を取得するため
に、両方の送信からのチャネル上の受信されたビットを用いることができる。より具体的
には、受信デバイス1206は、パリティチェックに基づいてビット推定値を判断するために
、外に伝搬されたチャネル推定値を用いることができる。次いで、受信デバイス1206は、
チャネルを再訪し、アプリオリ情報を利用してビット推定値を改善するために、ビット推
定値をアプリオリ知識として用いることができる。このようにして、ユーザAデバイス120
2およびユーザBデバイス1204からの送信は両方とも、改善されたチャネル推定値を取得す
るために一緒に利用され得、このことは、両方の送信が復号の改善を得ることを可能にす
る。言い換えれば、ユーザA送信について取得されたチャネル推定値は、ユーザB送信のた
めのチャネルを復号し、推定する際に利用され、その逆も同様である。受信デバイス1206
は、どのシンボルがどのユーザデバイスに関連付けられているかを区別するためにユーザ
デバイスによって用いられる異なるPNを利用することができる。
【００６０】
　図13～図16は、2つ以上の非直交データストリームを含むダウンリンク送信の追加の例
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を提供する。次に図13を参照すると、少なくとも1つの例による非直交ダウンリンク送信
を示すブロック図が示されている。図13の例では、図示されたワイヤレスデバイスの各々
は、図7のワイヤレス通信デバイス700の一実施形態によって実装され得る。
【００６１】
　図示のように、ワイヤレス通信デバイス1302は、ダウンリンク送信を、ユーザAワイヤ
レスデバイス1304およびユーザBワイヤレスデバイス1306などの2つ以上の他のワイヤレス
デバイスに送るように適合され得る。場合によっては、ワイヤレスデバイス1302は、ユー
ザAデバイス1304に送られるべきデータ、ならびにユーザBデバイス1306に送られるべきデ
ータを取得し得る。本開示の態様によれば、ワイヤレスデバイス1302は、ユーザB用のデ
ータをユーザA用のデータと結合し、重複する非直交方式で両方のデバイス用のデータを
送信することができる。たとえば、ユーザBデータ用の薄いフレームは、ユーザAデータ用
のロングフレーム、または通常フレーム送信と非直交方式で結合され得、その結果、両方
の送信が同時に送られる。
【００６２】
　図13に示すように、(図7に示す)エンコーダ708はジョイントエンコーダ1308として実装
される。ジョイントエンコーダ1308は、図7に示すエンコーダ708の一例であり、エンコー
ダ708は、非直交送信のためにユーザA用およびユーザB用のデータストリームを符号化す
るように構成される。ジョイントエンコーダ1308はまた、ユーザA用およびユーザB用のデ
ータストリームを非直交的に結合し得る。
【００６３】
　次に図14を参照すると、ダウンリンク送信のための図8のステップ804に従って非直交送
信用のデータを符号化するためのプロセスの一例を示す流れ図が示されている。図14のプ
ロセスは、非直交送信動作716の一部として含まれる、処理回路702および/またはプログ
ラミングのための構成に関連付けられた動作を表し得る。図7および図14を参照すると、
送信ワイヤレスデバイス(たとえば、図13のワイヤレス通信デバイス1302)の処理回路702
は、動作ブロック1402において、複数のユーザ(たとえば、図13のユーザAワイヤレスデバ
イス1304およびユーザBワイヤレスデバイス1306)から通信インターフェース704を介して
チャネル推定値を受信する。
【００６４】
　チャネル推定値に基づいて、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、動作ブロック
1404において、ジョイント送信のための複数のユーザを選択するように適合され得る。
【００６５】
　2人のユーザへのデータストリームが一緒に(非直交的に)送信されるので、電力は、2人
のユーザのそれぞれのデータストリームの間で分割される。したがって、動作ブロック14
06において、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、ユーザAワイヤレスデバイス130
4に送信されるべきデータストリームとユーザBワイヤレスデバイス1306に送信されるべき
データストリームとの間で適用されるべき電力割振りを選択するように適合され得る。す
なわち、電力割振りは、ユーザAワイヤレスデバイス1304に宛てられた第1のデータストリ
ームとユーザBワイヤレスデバイス1306に宛てられた第2のデータストリームとの間で決定
され得る。処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、ユーザごとの需要に基づいておよ
び/またはユーザ間のある程度の公平性に基づいて、2つのデバイスのための電力を選択す
るように適合され得る。たとえば、2人のユーザ間の電力割振りは、ユーザが等しいレー
トを有することを保証するか、または2人のユーザ間で公平に割り振られるように決定さ
れ得る。
【００６６】
　動作ブロック1408において、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、ユーザBワイ
ヤレスデバイス1306に宛てられたデータストリームからの干渉がないと仮定して、ユーザ
Aワイヤレスデバイス1304に宛てられたデータストリームのプリコーディング行列を選択
するように適合され得る。以下でさらに詳細に説明するように、第2のデータストリーム
からの干渉はユーザAデバイス1304において消去されるか、または送信機によって事前に



(17) JP 2019-165507 A 2019.9.26

10

20

30

40

50

消去されるかのいずれかであるので、非直交送信動作716を実行する処理回路702(たとえ
ば、エンコーダ708)は、ユーザBワイヤレスデバイス1306用の第2のデータストリームから
の干渉がないと仮定して、ユーザAワイヤレスデバイス1304用の第1のデータストリームの
プリコーディング行列を選択することができる。
【００６７】
　動作ブロック1410において、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、ユーザBワイ
ヤレスデバイス1306に宛てられた第2のデータストリームのプリコーディング行列も選択
するように適合され得る。この場合、ユーザBワイヤレスデバイス1306に宛てられた第2の
データストリームのプリコーディング行列は、ユーザAデバイス1304に宛てられた第1のデ
ータストリームがユーザBデバイス1306に宛てられた第2のデータストリームに対する干渉
を生み出すという知識を用いて選択される。
【００６８】
　動作ブロック1412において、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、2つのデータ
ストリーム(たとえば、ユーザAデバイス1304に宛てられた第1のデータストリームおよび
ユーザBデバイス1306に宛てられた第2のデータストリーム)をコーディングし、変調する
ように適合され得る。次いで、これらのコーディングされ変調されたデータストリームは
、図8の806を参照しながら上記で説明したように、同じチャネル上で2つの受信デバイス(
ユーザAワイヤレスデバイス1304およびユーザBワイヤレスデバイス1306)に非直交的に送
られ得る。
【００６９】
　次に、図8のステップ804に従って非直交ダウンリンク送信を符号化することのいくつか
のより具体的な例、ならびにそのような非直交ダウンリンク送信を実行するためのエンコ
ーダ708に対する構成の例について、図15および図16を参照しながら説明する。
【００７０】
　一例では、処理回路702(たとえば、エンコーダ708)は、2つのデータストリームに対し
て重畳コーディング(SPC)を使用するように適合され得る。図15を参照すると、重畳コー
ディングを使用する非直交多元接続ダウンリンク送信の一例を示すブロック図が示されて
いる。この例では、一方の受信デバイスが他方のデータストリームを復号し、それを消去
するように、2つのデータストリームが単に互いの上に重畳される。この例では、強いユ
ーザ(たとえば、最良のチャネル品質を有するユーザ)は、弱いユーザ(たとえば、より低
いチャネル品質を有するユーザ)用のデータストリームを復号し、次いで、そのデータス
トリームを消去して強いユーザに宛てられたデータストリームを復号するが、弱いユーザ
は、追加の干渉を伴って、かつ同様の消去なしで、データストリームを復号することがで
きると仮定される。弱いユーザ用のチャネル上で雑音がすでにかなりあり、強いユーザ用
のデータストリームによって引き起こされる干渉の消去がそれほど重要ではないので、こ
の特徴が適用可能であり得る。すなわち、依然としてチャネル上にかなりの雑音があるの
で、弱いユーザは、強いユーザ用のデータストリームからの干渉を消去することに対する
ごくわずかな利益しか得られない。一方、強いユーザはチャネル上でより少ない雑音を有
する。2つのデータストリームが一緒に送られるとき、弱いユーザ用のデータストリーム
が強いユーザ用のチャネル上の雑音の主要源になる場合があり、したがって、弱いユーザ
のデータストリームによって引き起こされる雑音の消去が強いユーザによるより良い復号
を可能にすることができる。
【００７１】
　図示のように、ワイヤレス通信デバイス1302は、ユーザAデータに関連付けられた1つま
たは複数のデータストリームを符号化するための1つまたは複数のエンコーダ1502と、ユ
ーザBデータに関連付けられた1つまたは複数のデータストリームを符号化するための1つ
または複数のエンコーダ1504とを有する、ジョイントエンコーダを含む。複数のエンコー
ダが図15に示されているが、送信ごとのデータストリームの各々を符号化するために、単
一のエンコーダならびに複数のエンコーダが用いられ得ることは当業者には明らかであろ
う。
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【００７２】
　ジョイントエンコーダは、プリコーダ1506および1508などの1つまたは複数のプリコー
ダをさらに含む。この例では、第1のプリコーダ1506は、ユーザB送信からの干渉がないと
仮定して、ユーザAデータストリームのプリコーディング行列を選択することができる。
第2のプリコーダ1508は、ユーザBデータストリームのプリコーディング行列を選択するこ
とができ、第2のプリコーダ1508は、ユーザAデータストリームから生じるであろう干渉を
考慮する。
【００７３】
　より具体的には、ワイヤレス通信デバイス1302(たとえば、図13のジョイントエンコー
ダ1308)は、各ユーザ、ユーザAおよびユーザBに関連付けられたストリームの符号化およ
びプリコーディングを選択する。ユーザAストリーム用のエンコーダ1502は、ユーザA用の
データストリームを符号化(たとえば、ターボコーディング、LDPC)することができ、プリ
コーダ1506は、ユーザBからの干渉がないと仮定して、ユーザAのプリコーディング行列を
選択することができる(たとえば、yA=HAVAdA+nA)。ユーザBストリーム用のエンコーダ150
4は、ユーザB用のデータストリームを符号化することができ、プリコーダ1508は、ユーザ
A用のデータストリームを考慮することによって、ユーザBデータストリームのプリコーデ
ィング行列を選択することができる(たとえば、yB=HB(VBdB+VAdA)+nA)。送信の非直交性
質により、エンコーダ1502、1504の各々は、他方のユーザのデータストリームからの干渉
に対処するためにより低いコードレートを選択する場合があり、プリコーディング行列は
、干渉を補償するようにプリコーダ1506、1508によって選択される場合がある。
【００７４】
　図示の例では、ユーザAワイヤレスデバイス1304は強いユーザであり、ユーザBワイヤレ
スデバイス1306は弱いユーザである。したがって、ユーザAワイヤレスデバイス1304のユ
ーザAデコーダ1510は最初にユーザBデータストリームを復号し、それを受信された送信か
ら消去して、ユーザAデータストリームを復号する。ユーザBワイヤレスデバイス1306のユ
ーザBデコーダ1512は、ユーザAデータストリームを雑音として扱って、ユーザBデータス
トリームを復号する。
【００７５】
　一例では、ワイヤレス通信デバイス1302は、2つのデータストリームに対して、ダーテ
ィペーパーコーディング(DPC)としても知られているマートン(Marton)コーディングを使
用し得る。図16を参照すると、ダーティペーパーコーディング(dirty-paper coding)を使
用する非直交多元接続ダウンリンク送信の一例を示すブロック図が示されている。この例
では、ワイヤレス通信デバイス1302は、ユーザAデータに関連付けられた1つまたは複数の
データストリームを符号化するための1つまたは複数のエンコーダ1602と、ユーザBデータ
に関連付けられた1つまたは複数のデータストリームを符号化するための1つまたは複数の
エンコーダ1604とを有する、ジョイントエンコーダを含む。複数のエンコーダが図16に示
されているが、送信ごとのデータストリームの各々を符号化するために、単一のエンコー
ダならびに複数のエンコーダが用いられ得ることは当業者には明らかであろう。
【００７６】
　ジョイントエンコーダは、プリコーダ1606および1608などの1つまたは複数のプリコー
ダをさらに含む。この例では、第1のプリコーダ1606は、ユーザBデータストリームからの
干渉を考慮して、ユーザAデータストリームのプリコーディング行列を選択することがで
きる。より具体的には、ユーザBデータストリームの符号化およびプリコーディングから
の結果を利用して、ユーザAデータストリームを符号化し次いでプリコーダ1606において
プリコーディングするための入力をエンコーダ1602に与えるために、変換プリコーダ1610
が用いられ得る。第2のプリコーダ1608は、ユーザAデータストリームからの干渉がないか
のような標準的な計算に基づいて、ユーザBデータストリームのプリコーディング行列を
選択することができる。
【００７７】
　この例では、第1のエンコーダ1602およびプリコーダ1606は、ユーザB送信によって引き
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起こされるであろう干渉を考慮して、ユーザAデータストリームを符号化し、プリコーデ
ィングすることができる。たとえば、エンコーダ1602は、何らかの他のシンボルセットに
対して事前に差し引くことができる。一例として、ユーザAがコンスタレーションポイン
トの何らかのセットを有すると仮定して、ユーザA送信に使用するための所望のコンスタ
レーションが決定される。ユーザA送信に追加され、ユーザA送信に対する干渉を引き起こ
すことになるユーザB送信を考慮して、ユーザA送信についての新しいコンスタレーション
が計算され得、その結果、ユーザA送信についての新しいコンスタレーションをユーザB送
信によって引き起こされる干渉に追加することは、ユーザA送信についての所望のコンス
タレーションをもたらす。すなわち、ワイヤレス通信デバイス1302は、ユーザB送信によ
って引き起こされる干渉がユーザA送信をユーザA送信についての所望のコンスタレーショ
ンポイントに押し込むという判断に基づいて、ユーザA送信についての新しいコンスタレ
ーションポイントを選択することができる。
【００７８】
　より具体的には、第2のエンコーダ1604は、ユーザBデータストリームを符号化し得、第
2のプリコーダ1608は、ユーザAデータストリームからの干渉がないと仮定して、ユーザB
データストリームのプリコーディング行列を選択し得る。符号化されたユーザBデータの
結果は、ユーザAデータストリームを準備する(たとえば、符号化し、プリコーディングす
る)際に利用されるように変換プリコーダ1610に与えられ得る。一例では、ユーザAデータ
ストリームに4QAMが用いられてもよく、ユーザAデータストリームが(1,1)マッピングを用
いて送られるべきであると判断され得る。ユーザBデータストリームが干渉の2の値をユー
ザAデータストリームの送信ポイントに加えると変換プリコーダ1610が判断すると仮定す
ると、第1のエンコーダ1602および第1のプリコーダ1606は、ユーザBデータストリームに
よって引き起こされる干渉を補償するために、(1,-1)マッピングのためのユーザAデータ
ストリームを準備することができる。すなわち、ユーザBデータストリームによって引き
起こされる干渉がユーザAデータストリームを(1,1)ロケーションに押し込むと判断される
ので、ユーザAデータストリームのための(1,1)マッピングを取得するために、ワイヤレス
通信デバイス1302は、ユーザAデータストリームに対して(1,-1)送信を選択することがで
きる。この例では4QAMについて説明したが、任意の変調方式が用いられ得ることは明らか
であろう。さらに、この例では、ユーザAデータストリームはモジュロ格子と呼ばれるこ
ともあるラップアラウンドを経験し、ラップアラウンドは復号デバイスによって処理され
得る。
【００７９】
　ユーザAワイヤレスデバイス1304において、上記で説明したような干渉の結果として、
ユーザAデータストリームは予想されたコンスタレーションにおいて見出される。ユーザA
デバイス1304は、デコーダ1612においてデータストリームを復号することができる。デコ
ーダ1612は、上記で説明したようなユーザAデータストリームが送信されるときに生じ得
るラップアラウンド(またはモジュロ格子)を考慮するように構成され得る。ユーザBワイ
ヤレスデバイス1306において、ユーザBデータストリームはデコーダ1614によって復号さ
れる。ユーザBデコーダ1614は、ユーザBデータストリームを復号するときにユーザAデー
タストリームを雑音として扱うように構成され得る。
【００８０】
　本開示のさらなる態様は、複数のワイヤレス通信デバイスの間で非直交多元接続を管理
するネットワークの能力に関する。図17を参照すると、少なくとも1つの例によるネット
ワークエンティティ1700の選択構成要素を示すブロック図が示されている。ネットワーク
エンティティ1700は、記憶媒体1704に結合されるか、または記憶媒体1704と電気通信する
ように配置された処理回路1702を含み得る。
【００８１】
　処理回路1702は、データの取得、処理および/または送信を行い、データのアクセスお
よび記憶を制御し、コマンドを発行し、他の所望の動作を制御するように構成された回路
を含む。処理回路1702は、少なくとも1つの例では適切な媒体によって提供される所望の
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プログラミングを実装するように適合された回路、および/または本開示で説明する1つも
しくは複数の機能を実行するように適合された回路を含み得る。処理回路1702は、図7を
参照しながら上記で説明した処理回路702の例のいずれかに従って実装および/または構成
され得る。
【００８２】
　場合によっては、処理回路1702は、非直交多元接続管理回路および/またはモジュール1
706を含み得る。非直交多元接続管理回路および/またはモジュール1706は、本明細書で説
明するように、用いられ得る非直交多元接続のレベルを管理するように適合された回路お
よび/またはプログラミング(たとえば、記憶媒体1704上に記憶されたプログラミング)を
含み得る。
【００８３】
　記憶媒体1704は、プロセッサ実行可能コードもしくは命令(たとえば、ソフトウェア、
ファームウェア)などのプログラミング、電子データ、データベース、または他のデジタ
ル情報を記憶するための、1つまたは複数のプロセッサ可読デバイスを表し得る。記憶媒
体1704は、図7に関して上記で説明した記憶媒体706と同様の方法で構成および/または実
装され得る。
【００８４】
　記憶媒体1704は、処理回路1702が記憶媒体1704から情報を読み取り、記憶媒体1704に情
報を書き込むことができるように、処理回路1702に結合され得る。すなわち、記憶媒体17
04は、記憶媒体1704が処理回路1702と一体である例および/または記憶媒体1704が処理回
路1702から分離されている(たとえば、ネットワークエンティティ1700内にある、ネット
ワークエンティティ1700の外部にある、複数のエンティティにわたって分散されている)
例を含め、記憶媒体1704が処理回路1702によって少なくともアクセス可能であるように、
処理回路1702に結合され得る。
【００８５】
　記憶媒体1704は、その上に記憶されたプログラミングを含み得る。そのようなプログラ
ミングは、処理回路1702によって実行されると、処理回路1702に、本明細書で説明する様
々な機能および/またはプロセスステップのうちの1つまたは複数を実行させることができ
る。少なくともいくつかの例では、記憶媒体1704は、処理回路1702に、ワイヤレスネット
ワークにおける1つまたは複数のワイヤレス通信デバイス内で非直交多元接続を管理させ
るように適合された非直交多元接続管理動作1708を含み得る。
【００８６】
　したがって、本開示の1つまたは複数の態様によれば、処理回路1702は、本明細書で説
明するネットワークエンティティ(たとえば、基地局102、ネットワークエンティティ1700
)のいずれかまたはすべてのためのプロセス、機能、ステップおよび/またはルーチンのい
ずれかまたはすべてを(独立してまたは記憶媒体1704とともに)実行するように適合される
。処理回路1702に関して本明細書で使用する「適合される」という用語は、処理回路1702
が、本明細書で説明する様々な特徴による特定のプロセス、機能、ステップおよび/また
はルーチンを実行するように構成されること、用いられること、実装されること、および
/または(たとえば、記憶媒体1704と連携して)プログラムされることのうちの1つまたは複
数を行うことを指し得る。
【００８７】
　いくつかの態様では、ネットワークエンティティ1700は、所与の時間に特定のワイヤレ
ス通信デバイス(たとえば、基地局)が容易にすることが可能になり得る非直交多元接続の
量を調節するように適合され得る。
【００８８】
　図18は、ネットワークエンティティ1700などのネットワークエンティティ上で動作可能
な方法の少なくとも1つの例を示す流れ図である。図17および図18を参照すると、ネット
ワークエンティティ1700は、1802において、ワイヤレスネットワーク内の1つまたは複数
の状態を検出し得る。たとえば、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジ
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ュール1706)は、ワイヤレスネットワーク内の状態を検出するためにワイヤレスネットワ
ーク内の1つまたは複数の態様を監視するように適合され得る。
【００８９】
　1804において、ネットワークエンティティ1700は、1つまたは複数の検出された状態に
応答して、ワイヤレスネットワークの少なくとも一部分内で利用可能な非直交多元接続の
量を調節し得る。たとえば、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジュー
ル1706)は、検出された状態に基づいて、所与の時間期間においてネットワークの一部分
内で利用可能な非直交多元接続の1つまたは複数のレベルを調整するように適合され得る
。
【００９０】
　一例では、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジュール1706)は、衝
突することが許されるある量の同期トラフィックおよび/または衝突することが許される
ある量の非同期トラフィックなど、非直交である決定された量のトラフィックを提供する
ための静的な能力を展開するように適合され得る。これの一例は、非直交トラフィックを
最も低いペイロードに限定することを含み得る。これの別の例は、非直交トラフィックを
特定の登録されたデバイスに限定することを含み得る。この事例では、デバイスがネット
ワークに登録するとき、ネットワークは、登録するデバイスに、非直交多元接続に利用可
能な帯域幅があるかどうかと、すべての通信が直交多元接続である必要があるかどうかま
たは少なくともいくつかの通信が非直交多元接続であってもよいかどうかとを伝えること
ができる。
【００９１】
　別の例では、非直交多元接続管理動作1708を実行する処理回路1702(たとえば、非直交
多元接続管理回路/モジュール1706)は、非直交多元接続を調節し、非直交多元接続を増加
させるか減少させるかを選ぶことができる。いくつかの実装形態では、処理回路1702(た
とえば、非直交多元接続管理回路/モジュール1706)は、メッセージをブロードキャストさ
せるように適合され得、ブロードキャストされたメッセージは、ネットワークが非直交多
元接続を受け入れているかどうかを示す。たとえば、検出された状態が、基地局に重い負
荷がかかっているという情報を含む場合、基地局は、ネットワークエンティティ1700によ
って(または、基地局が関連するネットワークエンティティ1700である場合は独自に)、基
地局がいかなる非直交多元接続も受け入れないかまたは非直交多元接続の増加を受け入れ
ないことを示すメッセージをブロードキャストするよう命令され得る。一方、検出された
状態が、ネットワークに軽い負荷がかかっているという指示を含む場合、非直交多元接続
および非同期送信が許可されることを示すメッセージがブロードキャストされ得る。
【００９２】
　場合によっては、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジュール1706)
は、非直交ダウンリンク送信に用いられるべき変調およびコーディング技法を決定し、示
すように適合され得る。たとえば、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モ
ジュール1706)は、ネットワーク内の1つまたは複数の状態に基づいて、重畳コーディング
、マートンコーディング(Marton coding)(「ダーティペーパー」コーディングとしても知
られる)、および低密度パリティチェック(LDPC)コーディングのうちの1つを用いるようダ
ウンリンク送信機に命令するように適合され得る。
【００９３】
　場合によっては、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジュール1706)
は、多数の基地局にわたる動作に基づいて、非直交多元接続を拡大縮小する(scale)よう
に適合され得る。たとえば、処理回路1702(たとえば、非直交多元接続管理回路/モジュー
ル1706)が、特定の基地局がかなりの負荷がかかっている近隣基地局を有すると判断した
場合、ネットワークエンティティ1700は、近隣基地局にかかる負荷を緩和するのを助ける
ために、その基地局における非直交多元接続を有効にするかまたは増加することができる
。
【００９４】
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　上記で説明した態様、構成、および実施形態について具体的な詳細および特殊性を用い
て説明したが、図1、図2、図3、図4、図5、図6、図7、図8、図9、図10、図11、図12、図1
3、図14、図15、図16、図17、および/または図18に示す構成要素、ステップ、特徴および
/または機能のうちの1つまたは複数は、単一の構成要素、ステップ、特徴または機能に再
構成されるおよび/または組み合わされる場合があるか、あるいはいくつかの構成要素、
ステップ、または機能において具現化される場合がある。また、本開示から逸脱すること
なく、追加の要素、構成要素、ステップ、および/または機能が追加されるか、または利
用されないことがある。図1、図7、図10、図13、図15、図16、および/または図17に示す
装置、デバイスおよび/または構成要素は、図2、図3、図4、図5、図6、図8、図9、図11、
図12、図14、および/または図18において説明した方法、特徴、パラメータ、および/また
はステップのうちの1つまたは複数を実行するか、または用いるように構成され得る。本
明細書で説明する新規のアルゴリズムはまた、ソフトウェアにおいて効率的に実装されて
もよく、および/またはハードウェアに埋め込まれてもよい。
【００９５】
　本開示の特徴について、いくつかの実施形態および図に関して説明したが、本開示のす
べての実施形態は、本明細書で説明する有利な特徴のうちの1つまたは複数を含むことが
できる。言い換えれば、1つまたは複数の実施形態について、いくつかの有利な特徴を有
するものとして説明したが、そのような特徴のうちの1つまたは複数も、本明細書で説明
する様々な実施形態のいずれかに従って使用され得る。同様に、例示的な実施形態につい
て、デバイス実施形態、システム実施形態、または方法実施形態として本明細書で説明し
たが、そのような例示的な実施形態は、様々なデバイス、システム、および方法において
実装され得ることを理解されたい。
【００９６】
　また、少なくともいくつかの実装形態について、フローチャート、流れ図、構造図、ま
たはブロック図として示されるプロセスとして説明したことに留意されたい。フローチャ
ートは動作を逐次プロセスとして説明する場合があるが、動作のうちの多くは並行してま
たは同時に実行され得る。加えて、動作の順序は並べ替えられてもよい。プロセスは、そ
の動作が完了したときに終了する。プロセスは、方法、関数、プロシージャ、サブルーチ
ン、サブプログラムなどに相当し得る。プロセスが関数に相当するとき、その終了は、そ
の関数が呼出し関数またはメイン関数に戻ることに相当する。本明細書で説明する様々な
方法は、プロセッサ可読記憶媒体に記憶され、1つまたは複数のプロセッサ、機械および/
またはデバイスによって実行され得るプログラミング(たとえば、命令および/またはデー
タ)によって、部分的にまたは完全に実装され得る。
【００９７】
　当業者は、本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的な論理ブロック
、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップは、ハードウェア、ソフトウェア、フ
ァームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、またはそれらの任意の組合せとして実装
され得ることをさらに諒解されよう。この互換性を明確に示すために、様々な例示的な構
成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップについて、全般的にそれらの機能
に関して上記で説明した。そのような機能がハードウェアとして実装されるかソフトウェ
アとして実装されるかは、特定の適用例および全体的なシステムに課された設計制約に依
存する。
【００９８】
　本明細書で説明し、添付の図面に示す例に関連付けられた様々な特徴は、本開示の範囲
から逸脱することなく、異なる例および実装形態において実装され得る。したがって、い
くつかの特定の構成および配置について説明し、添付の図面に示したが、説明する実施形
態への様々な他の追加および修正、ならびに説明する実施形態からの削除が当業者には明
らかであるので、そのような実施形態は例示にすぎず、本開示の範囲を制限するものでは
ない。したがって、本開示の範囲は、以下の特許請求の範囲の文言、および法的均等物に
よってのみ決定される。
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【符号の説明】
【００９９】
　　100　ワイヤレス通信システム
　　102　基地局
　　104　アクセス端末
　　502　第1の時点
　　504　第2の時点
　　506　伝搬遅延
　　602　同期多重化
　　700　ワイヤレス通信デバイス
　　702　処理回路
　　704　通信インターフェース
　　706　記憶媒体
　　708　エンコーダ
　　710　デコーダ
　　712　受信機回路
　　714　送信機回路
　　716　非直交送信(Tx)動作、非直交送信動作
　　718　非直交受信(Rx)動作
　　1002　ワイヤレスデバイス、ユーザAワイヤレスデバイス
　　1004　シンボル
　　1006　ワイヤレスデバイス、ユーザBワイヤレスデバイス
　　1008　結合器
　　1010　受信ワイヤレスデバイス
　　1102　LDPCコード
　　1104　LDPCコード
　　1202　ユーザAデバイス、ユーザデバイス
　　1204　ユーザBデバイス、ユーザデバイス
　　1206　受信デバイス
　　1208　パイロット信号送信
　　1210　パイロット信号送信
　　1214　許可
　　1216　許可
　　1218　アップリンク送信
　　1302　ワイヤレス通信デバイス
　　1304　ユーザAワイヤレスデバイス、ユーザAデバイス
　　1306　ユーザBワイヤレスデバイス、ユーザBデバイス
　　1308　ジョイントエンコーダ
　　1502　エンコーダ
　　1504　エンコーダ
　　1506　プリコーダ、第1のプリコーダ
　　1508　プリコーダ、第2のプリコーダ
　　1510　ユーザAデコーダ
　　1512　ユーザBデコーダ
　　1602　エンコーダ、第1のエンコーダ
　　1604　エンコーダ、第2のエンコーダ
　　1606　プリコーダ、第1のプリコーダ
　　1608　プリコーダ、第2のプリコーダ
　　1610　変換プリコーダ
　　1612　デコーダ
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　　1614　デコーダ
　　1700　ネットワークエンティティ
　　1702　処理回路
　　1704　記憶媒体
　　1706　非直交多元接続管理回路および/またはモジュール、非直交多元接続管理回路/
モジュール
　　1708　非直交多元接続管理動作

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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